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1. 行 政 区 画

行政区画索引表

1.行政区画

1985年10月1日現在における我が国の都道府県の総数は47で、その内訳

は1都・1道・2府・43県である。市町村の総数は3253で、その内訳は651

市・2001町・601村である。また、北方領土（択捉島・国後島・色丹島・

歯舞諸島）には6村があり、それらを含めると総数は3259となる。

地方自治法（昭和22年法律第67号）は、市町村を基礎的な地方公共団体、

また、都道府県は、市町村を包括する広域の地方公共団体と規定している。

都道府県は、各々について法律上は同格で、同様に市町村もそれぞれ同

格である。

地方自治法は、市の要件として①人口5万以上を有すること、②中心市

街地を形成している戸数が、全戸数の6割以上であること、③商工業その

他の都市的業務に従事する者およびそれと同一世帯に属する者の数が、全

人口の6割以上であること、④当該の都道府県の条例で定める都市的施設

その他の都市としての要件を備えていることの4つを定めている。しかし、

町村合併を促進させるために特例が認められたことから、実際には人口5

万未満の市がある。町は、当該の都道府県条例で定める要件を備えること

としている。

東京都の区は、市に準ずる特別地方公共団体である。

人口50万以上の市のうち、政令で指定した10市（札幌・横浜・川崎・名

古屋・京都・大阪・神戸・広島・北九州・福岡）は、都道府県の事務の一

部を代行し、また、条例で区制を敷くことができる。

現在、郡は行政区の機能をもたず、単に地域単位の名称にすぎなくなっ

ている。

東京都・北海道・長崎県の各支庁は、都道県がその事務の一部を分掌さ

せるために設けた行政機関である。

〔凡例と作図の要点〕

都道府県市区町村に付したコード番号は、JIS規格によるものであり、

上位の2桁が都道府県、下位の3桁が市区町村を示す。また、別表では行

政区画索引表により、すべての都道府県市区町村について、その名称・読

み・面積・人口をコード番号の順に表わした。

〔主な資料〕

1.国土地理院,1：500,000地方図

2.国土地理院,昭和60年全国都道府県市区町村別面積調

3.自治省,昭和60年全国市町村要覧

4.総理府統計局,昭和60年国勢調査報告

1869年の国および1985年の都道府県

(国土地理院資料から作成)
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1:8,000,000

都道府県数の変遷

都 道 府 県 藩 計 備 考
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(注) 1943年12月以前（1882～1886年を除く）は北海道を数えない (全国市町村要覧から作成)

市町村数の変遷

市 町 村 計

(全国市町村要覧から作成)
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都府県界

国界

都道府県庁所在地

都道府県名

国名
1871.6

1871.7

1871.12

1872.12

1873.12
(明治6.12)

1876.12
(明治9.12)

1875.12

1879.12

1880.12

1881.12

1882.12

1886.12

1887.12

1888.12

1943.12

1883.12
(明治16.12)

1972.5

1985.4

1946.12
(昭和21.12)

以降

年 月

(明治4.6)

(明治4.7)

(明治4.12)

(明治5.12)

(明治8.12)

1874.12
(明治7.12)

(明治12.12)

(明治13.12)

(明治14.12)

(明治15.12)

(明治19.12)

(明治20.12)

(明治21.12)

(昭和18.12)

(昭和47.5)

(昭和60.4)

1878.12
(明治11.12)

1885.12
(明治18.12)

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

2

2

2

2

45

306

72

69

60

59

35

36

37

38

41

44

41

42

43

43

42

43

43

261

1

1

1

1

309

309

75

73

64

63

39

39

40

41

44

47

44

45

46

46

46

47

47

廃藩置県直前

廃藩置県

琉球藩を置く

沖縄県を置く

徳島県を置く

境県を廃し、福井県、鳥取県を置く

函館、札幌、根室県を置く

富山、佐賀、宮崎県を置く

函館、札幌、根室県を廃す

奈良県を置く

香川県を置く

東京府の都制施行

府県制改正(道府県制)に伴い、北海道を置き、沖縄県を除く

沖縄県復帰

1883

1889

1898

1908

1922

1930

1940

1945.10

1950.1

1953.10

1955.4

1956.9

1960.4

1962.10

1965.4

1968.10

1970.4

1972.10

1975.4

1980.4

1985.4

(明治16 )

(明治22 )

(明治31 )

(明治41 )

(大正11 )

(昭和 5 )

(昭和15 )

(昭和20.10)

(昭和25.1)

(昭和28.10)

(昭和30.4)

(昭和31.9)

(昭和35.4)

(昭和37.10)

(昭和40.4)

(昭和43.10)

(昭和45.4)

(昭和47.10)

(昭和50.4)

(昭和55.4)

(昭和60.4)

19

39

48

61

91

109

178

205

235

286

488

498

555

558

560

564

564

643

643

646

651

1,173

1,167

1,242

1,528

1,706

1,797

1.862

1,966

1,833

1,903

1,922

1,982

2,005

1,989

2,027

1,967

1,974

1,991

2,001

13,068

11,220

10,982

10,292

9,614

8,518

8,346

7,616

2,885

1,574

1,049

913

827

745

689

677

640

618

601

15,820

12,194 59,284 71,497

15,859

14,289

12,448

12,315

11,929

11,498

10,520

10,443

9,868

5,206

3,975

3,526

3,453

3,392

3,298

3,280

3,287

3,257

3,255

3,253

年 月 備 考

市制町村制施行

町村合併促進法施行(1953.10.1)

新市町村建設促進法施行(1956.6.30)

市町村の合併の特例に関する法律施行(1965.3.29)

小笠原諸島復帰（1968.6.26）

沖縄県復帰（1972.5.15）

北方領土の6村を含めると3,259となる

市の合併の特例に関する法律施行(1962.5.10)
新産業都市建設促進法施行(1962.8.1)
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東京都の区および政令指定都市

市

町

村

都 府 県 界

市町村界および東京都の区界

政令指定都市の区界

市区町村コード番号

1985.10.1現在

1:2,500,000

都道府県コード番号

1:16,000,000
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